
令 ３ 医 療 政 策 第 57 2 号 

令和３年(2021 年)１０月 1日 

 

 山口県医師会長  様 

山口県健康福祉部医療政策課長 

 

令和３年度病床機能報告制度の実施について 

 

 医療行政の推進につきましては、平素より格別の御尽力を賜り厚くお礼申し上げます。 

 さて、厚生労働省から、別添のとおり本年度の報告の実施について対象医療機関に通知

した旨、連絡がありました。 

 つきましては、本制度の趣旨を御理解いただき、当該報告が円滑に行われますよう、御

協力を賜りますようお願いします。 

 なお、関係各医療機関には別添のとおり通知しましたので申し添えます。 

 おって、本制度に係る疑義照会への対応、提出される情報の集計・確認等の業務につい

ては、厚生労働省から株式会社三菱総合研究所に委託されておりますので、申し添えます。 

記 

（報告期限等） 

 ・報告期間：令和３年１０月 １日（金）～１０月３１日（日） 

 ・修正期限：令和３年１２月３１日（金） 
 

（参考） 

 １ 病床機能報告ホームページ ※１０月１日開設 

   ＵＲＬ：https://byousyoukinouhr3.azurewebsites.net 
 
 ２ 疑義照会窓口 

   電 話：0120-989-459［平日 9:30～17:30 受付］ 

   ＦＡＸ：03-6826-5060［２４時間受付］ 
 

（留意事項） 

  令和３年度の病床機能報告では、別添の厚生労働省からの通知のとおり、入院診療実

績については、前年度（令和２年４月～令和３年３月）の１年分を月別かつ病棟別に報

告することとなった。 

 

医療企画班  担当 吉賀 

Tel:083-933-2924 FAX:083-933-2829 

E-mail: yoshiga.shuuhei@pref.yamaguchi.lg.jp 

 

Tel:083-933-2924


令 ３ 医 療 政 策 第 57 2 号 

令和３年(2021 年)１０月 1日 

 

 関係各医療機関管理者 様 

山口県健康福祉部医療政策課長 

 

令和３年度病床機能報告制度の実施について 

 

 医療行政の推進につきましては、平素より格別の御尽力を賜り厚くお礼申し上げます。 

 さて、厚生労働省から通知のあった標記の件については、制度の趣旨を御理解いただき、

下記の事項に留意の上、期限までに報告を実施いただきますようお願いいたします。 

 なお、本制度に係る疑義照会への対応、提出される情報の集計・確認等の業務について

は、厚生労働省から株式会社三菱総合研究所に委託されておりますので、申し添えます。 

記 

（報告期限等） 

 ・報告期間：令和３年１０月 １日（金）～１０月３１日（日） 

 ・修正期限：令和３年１２月３１日（金） 

 

（参考） 

 １ 病床機能報告ホームページ ※１０月１日開設 

   ＵＲＬ：https://byousyoukinouhr3.azurewebsites.net 

 

 ２ 疑義照会窓口 

   電 話：0120-989-459［平日 9:30～17:30 受付］ 

   ＦＡＸ：03-6826-5060［２４時間受付］ 

 

（留意事項） 

 ・医療機能の選択にあたっては別添参考資料を参照の上、医療機能の選択を行われたい。 

 ・令和３年度の病床機能報告では、別添の厚生労働省からの通知のとおり、入院診療実

績については、前年度（令和２年４月～令和３年３月）の１年分を月別かつ病棟別に報

告することとなった。 

 

医療企画班  担当 吉賀 

Tel:083-933-2924 FAX:083-933-2829 

E-mail: yoshiga.shuuhei@pref.yamaguchi.lg.jp 

 

Tel:083-933-2924


病床機能報告における医療機能の選択について 

 

診療報酬上では、看護人員配置が手厚いほど高い点数が設定されているが、病床機能報

告においては、看護人員配置が手厚い場合であっても、実際に提供されている医療機能を

踏まえて、報告すること。 

 

〇 下表に掲げる高度急性期・急性期に関連する医療を全く提供していない病棟について

は、高度急性期機能及び急性期機能以外の医療機能を適切に選択すること。なお、下表

に掲げる医療を全く提供していないにもかかわらず、高度急性期機能又は急性期機能と

報告する場合は、下表に掲げるもの以外にどのような医療行為を行ったのかを別途報告

する必要がある。 

 

参考資料 



 

〇 特定機能病院における病棟について、一律に高度急性期機能を選択するのではなく、

個々の病棟の役割や入院患者の状態に照らして、医療機能を適切に選択すること。 

 

〇 「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療」を提供している場合には、現状

において、リハビリテーションを提供していなくても回復期機能を選択できる。回復期

機能については、「リハビリテーションを提供する機能」や「回復期リハビリテーション

機能」のみに限定するものではない。 

 

〇 地域包括ケア病棟については、当該病棟が主に回復期機能を提供している場合は回復

期機能、主に急性期機能を提供している場合は急性期機能を選択するなど、個々の病棟

の役割や入院患者の状態に照らして、医療機能を適切に選択すること。 

 

〇 医療機能別に、保険点数による疾患別の診療行為の実態把握を行った調査の結果を踏

まえ、保険点数による医療機能分類を次のとおりとするので、医療機能の選択において

参考にされたい。 

 

  （保険点数による医療機能分類） 

医療機能 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

対象保険点数 3000点以上 
600点以上 

3000点未満 

175点以上 

600点未満 
175点未満 

※対象保険点数は、患者１日当たりの診療報酬の出来高点数の合計（入院基本料等を除く） 

 

 

 

 



病床機能報告の提出に当たり、特に御留意いただきたい点 

 

 病床機能報告の提出に当たっては、例年、記入漏れや報告後の修正が

生じていることから、報告書作成の際は、特に以下の点に御留意いただ

きますようお願いします。 

 

〇 各病棟の病床数の計が報告許可病床数と一致しているか 

 〇 病床機能（現状及び 2025 年）は正しく選択されているか 

 〇 対象となる期間の数値となっているか 

 〇 休棟中の病棟も含めた全ての病棟について、病棟票が全項目記

入されているか 

 〇 各病棟の職員数のみではなく、施設全体の職員数、病棟以外の

職員数も記入されているか 

 〇 手術総数のみではなく、個別（臓器別）手術の実施件数も記入

されているか 

 〇 がん・脳卒中・心筋梗塞等への治療状況等の項目について、記

入漏れがないか 

 〇 数字を記入する欄が「０」の場合に「０」が記入されているか 

 

 



医政地発 0927 第２号 

令和３年９月 27 日 

 

 各都道府県衛生主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省医政局地域医療計画課長 

（ 公 印 省 略 ）   

   

 

令和３年度病床機能報告の実施等について 

 

医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の 13 の規定に基づき、病院又は診

療所であって一般病床又は療養病床を有するもの（以下「病床機能報告対象病院

等」という。）は、毎年７月１日時点における病床の機能と 2025 年の病床の機

能の予定、入院患者に提供する医療の内容等を都道府県知事に報告することとし

ています。 

これについて、別添１のとおり、病床機能報告対象病院等に対し周知しました

ので御了知の上、下記について病床機能報告対象病院等に対して周知いただき、

各医療機関の報告が円滑に行われるよう御配慮願います。なお、関係団体の長に

も別添２のとおり通知を発出していることを申し添えます。 

 

記 

 

１．入院診療実績の報告対象期間の通年化等について 

別添３「令和３年度以降の病床機能報告における入院診療実績の報告内容等に

ついて」（令和３年４月 13 日付け医政地発 0413 第２号厚生労働省医政局地域医

療計画課長通知。以下「課長通知」という。）でお示ししたとおり、令和３年度

以降、入院診療実績については、前年度（前年４月～３月）の１年分を月別かつ

病棟別に報告を求めることとしています。 

併せて、以下のような負担軽減を図ることとしています。 

○ 毎年度、病床機能報告の実施に当たり、国から当該病院等に提供している

電子レセプト情報を活用して整理した入院診療実績データについて、令和３

年度以降、公費負担医療制度により請求された電子レセプト情報分を含めた

上で提供するとともに、病床機能報告の入力画面等において、当該データが

報告様式に自動的に表示されるような機能を設け、入力の簡素化を図ること



とする。 

 

○ 診療報酬請求時の電子レセプトにあらかじめ病棟コードを記録していない

医療機関については、国から病棟別の入院診療実績データを提供することが

できないことから、当面の間、可能な範囲で病棟別に振り分けて報告すれば

足りることとする（病院全体の入院診療実績を特定の病棟の診療実績として

まとめて報告して差し支えない）。 

 

 ○ 紙媒体により報告を行っている病床機能報告対象病院等においては、入

院診療実績の報告について、月別の数ではなく年間合計数のみ報告すれば

足りることとする。 

なお、業務効率化を図る観点から、令和５年度を目途に、原則として

WEB 等を活用した電子による報告とすることとし、紙媒体による報告につ

いては、やむを得ない事情がある場合に限ることとする方針であるため、

令和３年度以降、可能な限り電子による報告を要請することとする。 

 

２．その他の報告内容及び報告方法等について 

別添３課長通知及び地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググルー

プの議論を踏まえ、従前から１年分（前年７月～報告年６月）の実績の報告を求

めてきた新規入院患者数（予定入院・予定外入院別）や救急車の受入件数などに

ついて、入院診療実績と同様、季節変動を踏まえた分析を可能とするため、月別

の報告を求めた上で、報告対象期間を前年４月～報告年３月に変更しています。

なお、当面の間、月別の報告は任意としています。 



                                       （別添２） 
 

医政地発 0927 第 3 号  

令和３年９月 27 日  

 

 

（別記関係団体の長等） 殿 

 

 

厚生労働省医政局地域医療計画課長  

 

 

令和３年度病床機能報告の実施について 

 

 標記について、別添のとおり、各医療機関に対し周知しましたので、ご了知の上、各医

療機関の報告が円滑に行われますようご配慮願います。 

 

 

  

写 



（別記） 

 

公益社団法人 日本医師会 

公益社団法人 日本歯科医師会 会長 

一般社団法人 日本医療法人協会 会長 

公益社団法人 全日本病院協会 会長 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 会長 

公益社団法人 日本精神科病院協会 会長 

一般社団法人 日本病院会 会長 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 会長 

一般社団法人 全国公私病院連盟 会長 

一般社団法人 国立大学附属病院長会議 常置委員長 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 会長 

日本赤十字社 社長 

社会福祉法人 恩賜財団済生会 会長 

全国厚生農業協同組合連合会 会長 

社会福祉法人 北海道社会事業協会 理事長 

健康保険組合連合会 会長 

独立行政法人 国立病院機構 理事長 

独立行政法人 地域医療機能推進機構 理事長 

独立行政法人 労働者健康安全機構 理事長 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 理事長 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 理事長 

国家公務員共済組合連合会 理事長 

公立学校共済組合 理事長 

日本私立学校振興・共済事業団 理事長 

国立療養所松丘保養園 園長 

国立療養所東北新生園 園長 

国立療養所栗生楽泉園 園長 

国立療養所多磨全生園 園長 

国立駿河療養所 所長 

国立療養所長島愛生園 園長 

国立療養所邑久光明園 園長 

国立療養所大島青松園 園長 



国立療養所菊池恵楓園 園長 

国立療養所星塚敬愛園 園長 

国立療養所奄美和光園 園長 

国立療養所沖縄愛楽園 園長 

国立療養所宮古南静園 園長 

 

 




